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第七条 文部科学省に、地震調査研究推進本部（以下「本部」という。）を置く。

２ 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進について総合的かつ基本的な施策
を立案すること。

二 関係行政機関の地震に関する調査研究予算等の事務の調整を行うこと。

三 地震に関する総合的な調査観測計画を策定すること。

四 地震に関する観測、測量、調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査結果
等を収集し、整理し、及び分析し、並びにこれに基づき総合的な評価を行うこと。

五 前号の規定による評価に基づき、広報を行うこと。

六 前各号に掲げるもののほか、法令の規定により本部に属させられた事務 。

３、４ 略

地震防災対策特別措置法における地震本部の所掌事務



地震本部設立以来の主な関連動向

■地震本部の取組による成果
①陸域における基盤観測網の整備、情報のリアルタイム公開
②「活断層」をはじめとする地震調査研究関係の用語等の認知度向上
③全国地震動予測地図の公表
④緊急地震速報など、地震調査研究の成果を活用した防災対策の実装

■地震調査研究を取り巻く状況変化
①甚大な被害をもたらす地震の発生（東北地方太平洋沖地震 等）
②現時点の科学的知見ではいわゆる地震予知は困難、との認識の広がり

■政府内における関連動向
①中央省庁再編（事務局機能が文科省へ、内閣府の設置）
②大きな災害を踏まえた防災関連の法体系の変遷
・災害対策基本法⇒国の役割の増大、「減災」の考え方の導入、多様な主体の参画、平素からの取組の強化等
・津波対策の推進に関する法律⇒津波浸水想定の作成を都道府県知事に求める
・南海トラフ地震や首都直下地震に関する特別措置法の制定
③南海トラフの最大クラスの被害想定を地震本部の研究成果も活用しつつ内閣府防災が作成、公表
④「建議」の変遷（地震と火山の一体化、災害の軽減への貢献を明示）
⑤戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の開始（府省横断プロジェクト）
⑥東海地震に関する運用体制の変化（内閣府南海トラフWG報告書）

■防災対応に関する状況変化
①災害対応を担う主体の多様化（仙台防災枠組2015-2030、「防災４．０」）
②インターネット、スマホ、SNS等の普及による情報通信環境の劇的変化



地震調査研究から防災対策までの流れ
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今までの委員会における地震本部の役割に関するご意見

＜地震本部が推進すべき地震調査研究について＞
・ 一番肝心なのは、どこで地震が起こる可能性が高いかということ。現在の長期評価は、基本的には過去の地震発生の履歴を統計的に処
理することで行われており、これまでの海溝型地震に関する調査や数値解析は様々に行われているが、これらの成果は現状の長期評価に
ははっきり言ってほとんど生かされていない。最終的には例えば南海トラフ想定震源域で起きていることを観測し、それらのデータを用いた数
値的なシミュレーションに基づき評価することが必要だが、そのためには、組織的にきちんと工程表を作り、地震本部のトップダウン的な研究
で意識的に進めていくことが必要。
・ 地震に関する工学の中心は耐震設計や耐震施工に関する研究であり、そこにまだ地震本部はコミットメントが限定的。
・ 地震本部の一番大切な役割は、災害被害を減らすために最も大事な研究が何かを考え、そこに投資することであると考えるが、次期計画
策定の議論の中の評価尺度が「災害を減らすこと」なのか「世界に影響を与える研究を行うこと」なのか整理しないといけない。
・ より効果的に被害を軽減できるところ、社会的にインパクトのあるものに限られた資源を振り向けるべきではないか。

＜情報の発信について＞
・ 地震本部が発足した際には、地震調査研究の成果をまとめて社会に提供する機関はなかったと思うが、それが当たり前になった今、どう
いう役割を果たしていくべきか考える必要がある。
・ 「広報」といったときに、一般的な国民への広報しか意識されていないように思うが、最終的に適切な具体的ハザード理解に基づいた様々
な備えにつなげる、という活用への展開を考えたときに、例えば民間企業の防災対応にどう活用されるかなど、防災行動をとりうる多様な主
体に合わせた広報のあり方を検討すべきではないか（ホームページへの掲載、記者会見の実施だけが「広報」ではないのではないか）。

＜関係機関、民間企業との連携について＞
・ 防災行政を担う他の省庁から、地震本部の成果を防災で実装していく中でどこが課題なのかという点を提示し、また地震本部からは最新
の成果を知らせる、キャッチボールをするような仕組みが必要ではないか。
・ 文部科学省に設置されている防災科学技術委員会との役割分担や連携のあり方を明確にすべき。
・ 地震本部が持っている様々な有用なデータを耐震設計、耐震施工の分野に活用してもらうための取組をもっと積極的に推進すべき。また、
この分野における産業界のコミットメントももっとあってよいと感じる。



【参考】地震調査委員会臨時会における情報発信の事例①

平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の評価
（平成２３年３月１１日 公表）

平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の評価
（平成２３年３月１３日 公表）



【参考】地震調査委員会臨時会における情報発信の事例②

平成２８年（２０１６年）熊本地震の評価
（平成２８年４月１５日 公表）

平成２８年４月１６日熊本県熊本地方の地震の評
価（平成２８年４月１７日 公表）

平成２８年（２０１６年）熊本地震の評価（地震調査
委員長見解）（平成２８年４月１７日 公表）



【参考】熊本地震を受けた情報発信の見直し①

○大地震後の地震活動の見通しに関する情報



【参考】熊本地震を受けた情報発信の見直し②

○活断層長期評価のランク分けの導入

活断層のリスクを正しく理解し、最終的には適切な防災・減災行動につながるよう、地震発生確率と地震後経過率と組み合わせた
ランク分けを導入し、ランクと色で表記。

凡例 色 解説

Ｓランク（高い） 30年以内の地震発生確率が３％以上

Ａランク（やや高い） 30年以内の地震発生確率が0.1～３％

Ｚランク 30年以内の地震発生確率が0.1％未
満

Ｘランク 地震発生確率が不明（すぐに地震が
起こることが否定できない）

【導入後】

（注）地震後経過率が0.7以上である活断層については、ランクに＊を付記する。

凡例 色 解説

高い 30年以内の地震発生確率が３％以上

やや高い 30年以内の地震発生確率が0.1～３％

表記なし 30年以内の地震発生確率が0.1％未
満、または確率が不明、活断層でない
と評価

【導入前】


